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Ｎｏ． コメント内容 回答状況

１－１ 敷地内固定源の特定の考え⽅について説明すること。 4⽉25⽇
回答

１－２ 可動源に対する防護対策（連絡設備、防護具、⼿順）の詳細
について説明すること。

4⽉25⽇
回答

１－３ ⽴会⼈は既許可の⼈員（重⼤事故等対処要員）が担うのか、
新たな⼈員を設定するのかを⽰すこと。

７⽉30⽇
回答

１－４ 廃⽌措置の除染で使⽤する薬液について評価対象としなくて良い
か説明すること。

７⽉30⽇
回答

３⽉１４⽇審査会合におけるコメント回答状況は、下表のとおり。

○審査会合におけるコメントについて

１．今回の説明⽅針について
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Ｎｏ． コメント内容 回答状況

２－１ 発電所内にある全ての有毒化学物質を⽰した上で調査結果を
⽰すこと。

6⽉13⽇
回答

２－２ 屋内の⾵量が⼩さいことを⽰すこと。 6⽉13⽇
回答

２－３ ボンベの保管⽅法も含めて再整理して⽰すこと。 6⽉13⽇
回答

２－４ 堰周辺の状況を⽰すこと。 6⽉13⽇
回答

２－５ 建屋内・ボンベの解説-４の適⽤に当たっては、説明を定量的に
⽰すこと。

6⽉13⽇
回答

２－６ 蓋内・中和槽等へ流下するまで経過途中の考え⽅を⽰すこと。 ７⽉30⽇
回答

２－７ 近傍におけるガウスプルームモデル適⽤の妥当性を⽰すこと。 ７⽉30⽇
回答

４⽉２５⽇審査会合におけるコメント回答状況は、下表のとおり。

１．今回の説明⽅針について
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Ｎｏ． コメント内容 回答状況

３－１ 横置きプロパンボンベからの漏えいについて説明すること。 ７⽉30⽇
回答

３－２ 屋内タンクの中和槽の状況を説明すること（建屋内の拡散効
果）

７⽉30⽇
回答

３－３ 開閉所からの拡散する六フッ化硫⻩が中制室等に影響しないこ
とを詳細に⽰すこと。

７⽉30⽇
回答

６⽉１３⽇審査会合におけるコメント反映箇所は、下表のとおり。

１．今回の説明⽅針について
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Ｎｏ． コメント内容 回答状況

４－１ 可動源の終息活動を⾏う要員についても、有毒ガスの種類に応
じて防護具を配備することを補⾜説明資料に記載すること。

８⽉20⽇
回答

４－２ 屋内タンクの特定にあたり、格納容器内についても補⾜説明資
料に記載すること。

８⽉20⽇
回答

４－３ 堰内外の状況（中和槽の配管径、漏洩時の拡⼤範囲等）を
踏まえ、有毒ガスの発⽣量を説明すること。

9⽉5⽇
回答

４－４ ⼤気拡散において、建屋巻き込みをどのように考慮しているか詳
細を説明すること。

9⽉5⽇
回答

７⽉３０⽇審査会合におけるコメント反映箇所は、下表のとおり。

１．今回の説明⽅針について
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Ｎｏ． コメント内容 回答状況

５－１ 固定源の選定⽅法の評価について、補⾜説明資料に追記する
こと。

9⽉5⽇
回答

５－２ 六フッ化硫⻩漏えい時の評価について、物性を踏まえて⾒直すこ
と。

本⽇回答
p.8〜9

８⽉２０⽇審査会合におけるコメント反映箇所は、下表のとおり。

１．今回の説明⽅針について
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２．審査会合における指摘事項の回答

六フッ化硫⻩漏えい時の評価について、物性を踏まえて⾒直すこと。
コメントＮｏ．５－２

【回答】

〇⾼密度ガスの拡散について
六フッ化硫⻩は、空気より分⼦量が⼤きい⾼密度ガスで

ある。
⾼密度ガスが瞬時に⼤量に漏えいした際には、
(a)拡散するガスの前⾯で鉛直⽅向に空気を巻き込みな

がら⽔平⽅向に進⾏
(b)⽔平⽅向（地表付近）に⾮常に安定な成層を形成
(c)時間の経過に伴い、周囲からの⼊熱、⾵等の影響で

鉛直⽅向にも拡散
することが⼀般論として⽰されている。（右図参照）

放出点からある程度距離が離れた地点において、最も漏
えいガスが⾼濃度となるのは、(b)の漏えいから暫く時間が
経過した段階における、地表付近に⾮常に安定な成層を
形成した状態と考えられる。

そこで、屋外開閉所の六フッ化硫⻩が漏えいし、(b)の状
態を形成すると仮定し、その影響を評価した。

図 ⾼密度ガスの拡散について
出典：高密度ガスの拡散予測について（大気汚染学会誌 第27巻 第1号（1992））





３. 基準規則への適合性について
平成２９年４⽉５⽇の第１回原⼦⼒規制委員会にて、以下に⽰す規則等の改正及び「有毒ガス

防護に係る影響評価ガイド」（以下「有毒ガス影響評価ガイド」という。）が決定され、５⽉１⽇に施
⾏された。規則等改正は、原⼦炉制御室、緊急時対策所、緊急時制御室、技術的能⼒審査基準
で規定する⼿順書の整備に関するものである。

・設置許可基準規則＊１第⼆⼗六条、同規則解釈＊２第２６条
・設置許可基準規則第三⼗四条、同規則解釈第３４条
・設置許可基準規則解釈４２条
・技術的能⼒審査基準＊３ 要求事項の解釈（１．０ 共通事項）

今回の規則等改正においては、有毒ガスが発⽣した場合に、必要な地点にとどまり対処する要員の
事故対処能⼒を確保する⽬的で、有毒ガス対応に必要な⼿順の整備や、要員の吸気中の有毒ガス
濃度が防護判断基準値を超えるような場合に、検出装置や警報装置を設置することが求められた。

次ページ以降に、今回の改正規則への適合性について説明する。
なお、緊急時制御室に係る内容は、別資料にて説明する。

＊１ 実⽤発電⽤原⼦炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則
＊２ 実⽤発電⽤原⼦炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈
＊３ 実⽤発電⽤原⼦炉に係る発電⽤原⼦炉設置者の重⼤事故の発⽣及び拡⼤の防⽌に必要な措置を実施するために必要な技術的能⼒に係る審査基準
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３. 基準規則への適合性について
 原⼦炉制御室に関する改正（設置許可基準規則第⼆⼗六条、同規則解釈第２６条）

改正された規則等（下線部が改正箇所） 改正規則への適合性

設
置
許
可
基
準
規
則

（原子炉制御室等）
第二十六条 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、原子炉制御室（安全施設
に属するものに限る。以下この条において同じ。）を設けなければならない。
（略）

３ 一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障その他の異常が発生した場
合に発電用原子炉の運転の停止その他の発電用原子炉施設の安全性を確保するため
の措置をとるため、従事者が支障なく原子炉制御室に入り、又は一定期間とどまり、かつ、
当該措置をとるための操作を行うことができるよう、次の各号に掲げる場所の区分に応じ、
当該各号に定める設備を設けなければならない。
一 原子炉制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍

工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの
発生を検出した場合に原子炉制御室において自動的に警報するための装置
二 原子炉制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の従事者が原子炉制御
室に出入りするための区域

遮蔽壁その他の適切に放射線から防護するための設備、気体状の放射性物質及び原
子炉制御室外の火災により発生する燃焼ガスに対し換気設備を隔離するための設備そ
の他の適切に防護するための設備

【設計方針（設置変更許可申請書（本文五号）抜粋）】
中央制御室は、有毒ガスが運転員に及ぼす影響に

より、運転員の対処能力が著しく低下し、安全施設の
安全機能が損なわれることがない設計とする。

「有毒ガス影響評価ガイド」を参照した評価を実施し
た結果、敷地内外の固定源に対しては、運転員の吸
気中の有毒ガス濃度が、最大方位であっても有毒ガ
ス濃度の防護判断基準値に対する割合の和が１を下
回り、第３項第１号に規定する「有毒ガスの発生源」が
ないことを確認した。また、敷地内の可動源に対して
は、防護措置により運転員を防護することとした。

上述のとおり、検出装置や警報装置は設置しなくと
も、有毒ガスが運転員に及ぼす影響により、運転員の
対処能力が著しく低下し、安全施設の安全機能が損
なわれることがない設計であり、改正規則に適合する。

設
置
許
可
基
準
規
則
解
釈

１～４（略）

５ 第３項に規定する「従事者が支障なく原子炉制御室に入り、又は一定期間とどまり」と
は、事故発生後、事故対策操作をすべき従事者が原子炉制御室に接近できるよう通路
が確保されていること、及び従事者が原子炉制御室に適切な期間滞在できること、並び
に従事者の交替等のため接近する場合においては、放射線レベルの減衰及び時間経過
とともに可能となる被ばく防護策が採り得ることをいう。「当該措置をとるための操作を行
うことができる」には、有毒ガスの発生に関して、有毒ガスが原子炉制御室の運転員に及
ぼす影響により、運転員の対処能力が著しく低下し、安全施設の安全機能が損なわれる
ことがないことを含む。

６ 第３項第１号に規定する「有毒ガスの発生源」とは、有毒ガスの発生時において、運転
員の対処能力が損なわれるおそれがあるものをいう。「工場等内における有毒ガスの発
生」とは、有毒ガスの発生源から有毒ガスが発生することをいう。
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３. 基準規則への適合性について

改正された規則等（下線部が改正箇所） 改正規則への適合性

設
置
許
可
基
準
規
則

（緊急時対策所）
第三十四条 工場等には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊その他の異常
が発生した場合に適切な措置をとるため、緊急時対策所を原子炉制御室以外の場所に
設けなければならない。
２ 緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍には、有毒ガスが発生し
た場合に適切な措置をとるため、工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装
置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に緊急時対策所において自動的に警
報するための装置その他の適切に防護するための設備を設けなければならない。

【設計方針（設置変更許可申請書（本文五号）抜粋）】
緊急時対策所（EL.32ｍ）は、有毒ガスが重大事故等

に対処するために必要な指示を行う要員に及ぼす影
響により、当該要員の対処能力が著しく低下し、安全
施設の安全機能が損なわれることがない設計とする。

「有毒ガス影響評価ガイド」を参照した評価を実施し
た結果、敷地内外の固定源に対しては、当該要員の
吸気中の有毒ガス濃度が、最大方位であっても有毒
ガス濃度の防護判断基準値に対する割合の和が１を
下回り、第２項に規定する「有毒ガスの発生源」がな
いことを確認した。また、敷地内の可動源に対しては、
防護措置により当該要員を防護することとした。

上述のとおり、検出装置や警報装置を設置しなくと
も、有毒ガスが重大事故等に対処するために必要な
指示を行う要員に及ぼす影響により、当該要員の対
処能力が著しく低下し、安全施設の安全機能が損な
われることがない設計であり、改正規則に適合する。

設
置
許
可
基
準
規
則
解
釈

１ 第２項に規定する「有毒ガスの発生源」とは、有毒ガスの発生時において、指示要員の
対処能力が損なわれるおそれがあるものをいう。「有毒ガスが発生した場合」とは、有毒
ガスが緊急時対策所の指示要員に及ぼす影響により、指示要員の対処能力が著しく低
下し、安全施設の安全機能が損なわれるおそれがあることをいう。

 緊急時対策所に関する改正（設置許可基準規則第三⼗四条、同規則解釈第３４条）
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３. 基準規則への適合性について

改正された基準（下線部が改正箇所） 改正基準への適合性

技
術
的
能
力
審
査
基
準
要
求
事
項
の
解
釈

１ 手順書の整備は、以下によること。
ａ）～ｆ） （略）
ｇ）有毒ガス発生時の原子炉制御室及び緊急時制御室の運転員、緊急時対策所において
重大事故等に対処するために必要な要員並びに重大事故等対処上特に重要な操作（常
設設備と接続する屋外に設けられた可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外から
水又は電力を供給するものに限る。）の接続をいう。）を行う要員（以下「運転・対処要員」
という。）の防護に関し、次の①から③に掲げる措置を講じることが定められていること。
① 運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のための判断基準値以下
とするための手順と体制を整備すること。

② 予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、原子炉制御室及び緊急時制御室の運転
員並びに緊急時対策所において重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員
のうち初動対応を行う者に対する防護具の配備、着用等運用面の対策を行うこと。

③ 設置許可基準規則第６２条等に規定する通信連絡設備により、有毒ガスの発生を原
子炉制御室又は緊急時制御室の運転員から、当該運転員以外の運転・対処要員に知
らせること。

２・３ （略）

【対処方針（設置変更許可申請書（本文十号）抜粋）】
有毒ガス発生時に、運転員及び発電所災害対策要

員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のため
の判断基準値以下とすることにより、事故対策に必要
な各種の指示、操作を行うことができるよう手順と体
制を整備する。
予期せぬ有毒ガスの発生においても、運転員及び

発電所災害対策要員のうち初動対応を行うものに対
して防護具を配備し、事故対策に必要な各種の指示、
操作を行うことができるよう手順を整備する。
有毒ガスの発生による異常を検知した場合に、当直

長に連絡し、運転員が通信連絡設備により、有毒ガ
スの発生を必要な要員に周知するための手順を整備
する。

上述のとおり、有毒ガス防護に係る手順と体制を整
備することとしており、改正規則に適合する。

 ⼿順書の整備に関する改正（技術的能⼒審査基準 Ⅲ 要求事項の解釈）
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